第３回　鶴岡市地域住宅協議会　会議録
· 日時　　　平成２６年３月１７日（月）　午後1：00～3：00
· 会場　　　第2学区コミュニティ防災センター　ホール
· 審議事項　（1）H25年度鶴岡市住生活基本計画に基づく施策報告について

　　　　　　　（2）H26年度以降事業に対する意見・要望について

　　　　　　　（3）その他

· 出席委員
　　　　　　　　高谷時彦（東北公益文科大学院教授）（会長）
佐藤友和（山形県建設業協会鶴岡支部支部長）代理　三浦眞（同　技術検討委員）
　　　　　　　　斎藤留吉（山形県建築士会鶴岡田川支部支部長）代理　秋野公子（同　副支部長）
　　　　　　　　阿部俊夫（山形県宅地建物取引業協会鶴岡地区長）
三浦一男（田川建設労働組合執行委員長）代理　重原知幸（同　事務局長）
　　　　　　　　難波玉記（鶴岡市社会福祉協議会会長）

　　　　　　　　菅原秀喜（山形県庄内総合支庁建設部建築課長）代理　小松英俊（同　課長補佐）
　
■　欠席委員　　　　　　　　　　

　　　三矢正士（鶴岡市町内会連合会常務理事）

渡部俊美（櫛引区長会会長）

佐藤　正（朝日地域駐在員連絡協議会会長）

奥井　厚（温海地域自治会長会会長）
竹内峰子（鶴岡市民生児童委員協議会連合会会長）

栗本直美（NPO鶴岡城下町トラスト理事）

三井圭子（合同会社クオレ代表社員）

■　市側出席職員

　　小林　貢（建設部長）

　　　　　　　　早坂　進（建設部調整主幹）

　　　　　　　　佐藤　真（建築課長）

佐藤正明（南部建設事務室長）

村上良一（建築課長補佐）

　　　　　　　　剣持一善（温海建設事務室室長補佐）

佐藤友泰（建築指導係長）

白井　覚（住宅管理係長）

斎藤裕之（住宅管理係専門員）

石川伸也（住宅管理係専門員）

佐藤恭子（住宅管理係主任）

　　　　　　　　今野　治（東部建設事務室主任）

· 公開・非公開の別　　公開
· 傍聴者の人数　　0人

1． 委嘱状交付　[建設部長]

補足説明（建築課長）：委員任期２年、協議会設置要綱の一部改正により、市議会議員を委員としない旨を説明。
2． 開会　[進行：建設課長]

3． 挨拶　[高谷時彦会長]
　　　　地域住宅協議会は住生活基本計画に基づいた施策展開の確認の場となる。住生活は子育て世帯からお年寄りまで安心して暮らせる環境であり、空き家等も含まれてくる。そういった施策について議論いただく。

4． 協議　[座長：高谷時彦会長]

（1） H25年度鶴岡市住生活基本計画に基づく施策報告

・各事業の説明　[事務局]

1 市営住宅改修について

・話題提起　[高谷時彦会長]
　　　　募集に対し申込みが過半数未満なのは残念だが、フィジカルには進んできたと解釈している。

　　・回答　[事務局]
　　　　　予想よりも応募が少ない原因の一つに、子育て世帯の引っ越しによる、年度途中の転校の敬遠が考えられる。募集の際のPR方法についても、ホームページに写真を掲載するなど、見直しを検討している。
・話題提起　[三浦眞代理委員]

　　　　　ちわら住宅の子育て世帯申込みが少ないのは、保育園・幼稚園が近くにあるかなど、立地的な影響があるか。

　・回答　[事務局]

　　　　　保育園等よりも、小学校への通学が遠距離であることが影響していると考えている。
・話題提起　[秋野公子代理委員]
大西住宅給水装置改修工事の内容はどういったものか。

　　・回答　[事務局]

　　　　　高置水槽方式から圧送ポンプ給水装置に設備を変更し、直接各戸へ給水できるようにした。これにより、上階の住戸へも充分圧力のある給水が可能となった。

・話題提起　[高谷時彦会長]
　　　　　長寿命化計画の計画期間は何年間か。

　・回答　[事務局]

　　　　　今後10年間、平成34年までの計画で考えている。予防修繕的な内容も含め、改修工事の平準化を図る。緊急度の度合いも見ながら計画的に改修を行う。RC標準耐用年数を47年から70年に引き延ばす計画内容となっている。
2 空き家対策事業について

　・話題提起　[阿部俊夫委員]

昨年NPOを立ち上げたが、システムづくりがまだ確立されていない。1年間やってきて、今やっと結果が少しずつ見えてきたところであるが、まだ市民に周知されていない。空き家問題は大きな問題、いずれは必要な事業だと認められる。行政の支援を受けながら、早めに少子高齢化に向けた対策を居住環境でもやっていかなければならない。

・話題提起　[難波玉記委員]

　　　　　ランドバンク事業の相談件数は多いが、成約件数が少ない。それに対しどんな評価をしているか。また、ホームページ等での情報提供は年配者には馴染まない。PR方法を検討する必要があるのではないか。

　・回答　[事務局]

　　　　　個々の様々な事情があり、成約までに至っていない。空き家は個人の財産であり、関係者の承諾がないと事業化できず、また、高齢者の住宅が空き家となるケースが多い。今後、社会福祉協議会への相談や、居住支援協議会等での検討等、様々な展開が必要だと認識している。

　・回答　[事務局]

追加説明。市全体での解体件数はかなり伸びている。市民及び所有者が、空き家をこのままにしておけないという意識が高まったものと考えられる。

　
・話題提起　[高谷時彦会長]

　　　　　ホームページは市が開設しているのか。

　・回答　[事務局]

　　　　　NPOで開設している。その中で、空き家バンクとして空き家の情報を提供している。

3 地域住宅リフォーム支援事業について

　　・話題提起　[高谷時彦会長]

年度途中で予算額に達したということでよろしいか。

　・回答　[事務局]

　　　　　当初予算より６月に補正予算を組んだが、10月で予算額に達成し締切となった。

　
　・話題提起　[重原知幸代理委員]

組合員の中でも反響が大きい。大工職・工務店・板金職等からの関心度も高い。地域住宅の質の向上と併せ、個々に良くなるのではなく地域経済全体が回るようにする為にも、非常に良い制度である。来年度に向けた期待の声も多くある。
4 つるおか住宅リフォーム支援事業について　
　　・話題提起　[秋野公子代理委員]

100万円補助は非常に大きかったと実感している。補助金額を少額にして、多くの人が意識してつるおか住宅を作って行ける策があると良い。

　　・話題提起　[高谷時彦会長]

つるおか住宅のパンフレットの配布先について

・回答　[事務局]

今年度3,000部印刷し、各種イベント、つるおか住宅ネットワークの会員等へ配布、PRしている。

5 木造住宅耐震工事助成事業について　

　・話題提起　[重原知幸代理委員]

東日本大震災での被害は、日本海側はあまりなかったこともあり、耐震改修に関して関心は
高まっても、まだ安心感がある。反響があると思ったが、そうでもなかった感がある。
6 全体を通して
　・話題提起　[秋野公子代理委員]

町内会で定期的に空き家を巡回したり、高齢者の一人暮らしを把握したり、みんなで現状を確認するようにしている。町内会単位で空き家について考える機会があればよいと思う。

・話題提起　[高谷時彦会長]
地域で計画を持って地域で維持する感覚が必要な時代になっている。地域で空き家の活用方法を考える必要がある。それをランド・バンクでは実施していると認識している。

・回答　[事務局]
平成23年度空き家実態調査を実施した際、所有者から同意を得たものについては、町内会長へ空き家所在及び所有者情報を提供している。所有者との軽微な連絡を取ったり、リアルタイムで空き家の発生状況を把握できるように、町内会からの協力を得ながら進めていく。

・話題提起　[高谷時彦会長]
以前、他県の町内会の有志が空き家の見守りや状況の確認をしている事例を見た。相当な労力が必要で、プロでないとできないこともあるが、計画を持ってやっていく必要性があると考えている。
・話題提起　[阿部俊夫委員]
町内会の総会等でランド・バンク事業の説明を実施している。町内会によって、高齢化や空き家の増加に対する危機感に温度差がある。ランド・バンクの目的はまちを再生することであり、解体ばかりではなく、小規模な再編を繰り返すことで元気なまちにしていきたいと考えている。
（2） H26年度以降事業に対する意見・要望
H26年度住生活基本計画事業の主要業務について説明　[事務局]

・話題提起　[阿部俊夫委員]
空き家有効活用支援事業について、新しいメニューが計画されており、非常に期待している。しかし、NPOは現在の業務でパンク状態であり、今後の事業の進め方等を検討していく。
・話題提起　[高谷時彦会長]
ランド・バンク事業を担うのは1年単位の緊急雇用の人材だが、専門的な知識が必要な事業であり、難しいと思うがどのように考えているか。

・回答　[事務局]

H26緊急雇用については人材育成の要素が大きい。空き家対策には不動産に関連した知識が必要であり、今後、NPOで活躍するための人材育成を目的としている。
・話題提起　[高谷時彦会長]
二地域居住について、観光的視点だけでなく、建築サイドから取り組むのは良いと思った。

・回答　[事務局]

二地域居住については着手型観光の視点から、地元の地域資源や特性を生かした観光商品を企画してる地元企業とタイアップする。地域の良さ、特性を感じてもらえる仕組みづくりの一つに空き家を活用したい。農業体験、季節折々の祭り等と組み合わせて展開していきたい。
・話題提起　[重原知幸代理委員]
移住推進空き家利活用支援や住宅リフォーム支援など、複数の事業に少子高齢化対策が反映されている。また、つるおか住宅活性化ネットワークでは、技能者の育成に具体的な策を講じている。その背景に技能者の高齢化、技能者の減少があり、実際の事業を支える労働力の確保は今後さらに難しくなってくる。組合員の平均年齢は62歳であり、通常であれば定年を超えている人達が中心となっている実態を認識して欲しい。それに続く若い世代の技能者を育成していく環境づくりということで、家ネットの事業に協力していく。
・話題提起　[三浦眞代理委員]
職人不足、職人見習いの受入れ先がない等の話をよく聞く。訓練する場の確保を、行政任せでなく建設業者も考えていかなければならない。住宅建設はハウスメーカーから圧されてきている現状なので、技能工が少なくなるのは今後が心配である。

・回答　[事務局]
職人不足、職人の育成に関して、新年度から山形県担い手育成事業が発足する。大工職人の育成のため大工職を認定する事業である。匠に認定された職人が、若手の職人を雇用する場合に補助する事業で、これを受け、市では資格認定試験費用を補助する。県と市と連携して事業を実施する。

・話題提起　[小松英俊代理委員]
リフォーム補助についてはH23年度からの事業であり、H26年度予算は昨年度並みで要求している。予算成立すれば4月初めより募集可能となる。（鶴岡市の）H26事業計画に県の事業を活用したものが多くあり、県としても今後も協力していく。

・話題提起　[高谷時彦会長]
鶴岡市の事業は先駆的な取り組みが多くあると感じている。ランド・バンクのようにNPOと協力して実施するもの、他の部署と連携するものをうまく展開してほしい。
（3） その他　　特になし

４．その他　[進行：建築課長]　特になし

５．閉会　[御礼：建設部長]
